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「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」
について

国際協力銀行　調査部　春日 剛、本吉 千紘

１. 本調査の概要
株式会社国際協力銀行（J B I C）では、毎年、

海外事業展開を行う日本企業に対し、今後の事
業展開姿勢やその課題などを問う「海外事業展開
調査」というアンケート調査を実施している。こ
れまで31回の（すなわち過去３０年超にわたっ
て）調査を実施してきており、ここでは昨年の調
査結果を簡単にご紹介する（なお、このレポート
は別途公表している報告書の抄訳版に、多少の
アップデートを加えている）。

今回の調査では、例年通り７月はじめに調査
票を送付し９月にかけ回答票を回収している。
対象企業数は1,004社、このうち有効回答社数
588社、有効回答率58.6％という比較的回答率
の高い調査となっている。ご協力頂いた企業の
方々には、この場を借りて改めて感謝したい。

さて今回の調査では、毎年恒例となっている
質問事項である「海外事業展開実績評価」、「事
業展開見通し」、「中期的な有望国・地域」のほか、
個別テーマとして「米中摩擦の影響」、「オープ
ン・イノベーションの海外展開」についても質問
した。これら調査についても興味深い回答が得
られているので、追ってご紹介する。

２. 海外事業の動向について
海外事業の進展度合いを測る指標として、海

外生産比率（海外生産高／（国内生産高 + 海外
生産高））や海外売上高比率（海外売上高／（国
内売上高 + 海外売上高））という数値を参照して
いる。JBICの調査では毎年この数値を計測して
おり、今回の調査結果は海外生産比率が36.8％
で、調査開始からの最高値を更新した。また中

本調査の概要
１．調査対象：原則として海外現地法人を3社以上（うち、生産拠点1社以上を含む）有するわが国

の企業。
２．調査企業数：1,004社に送付、うち588社から回答（回答率58.6％）
３．調査方法：調査票の郵送とe-mai lの送付によるウェブ回答依頼。なお、電話ヒアリングおよ
び個別の企業訪問も同時期に実施。

４．調査期間：2019年6月28日～ 8月1日（※ただし9月27日までの回収票を有効回答とした）
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期的計画（2022年度）では39.2％まで上昇する
見込みであり、引き続き海外生産に積極的な姿
勢がうかがえる。

他方、海外売上高比率は38.7％と前年比でや
や減少、海外収益比率も過去最高値（37.3％）と
なった昨年度から低下し、36.4％となった。海
外売上高比率や海外収益比率の低下は、米中摩
擦の長期化や中国の景気減速の影響を受けたも
のとみられる。こうしたことを背景に、2019年
度の実績見込みは2018年度実績のほぼ横ばい
を予想するもので、企業の慎重な姿勢がうかが
える（図表1）。

３. 今後の事業見通しについて
今後の中期的な見通しについても調査を行っ

た。今後３年程度で、海外事業を中期的に｢強化・
拡大する｣と回答した企業は401社（71.4％）で
あった。近年の調査では、海外事業の強化・拡
大姿勢はやや現状維持寄りになる傾向が続いて
おり、本年度の強化拡大姿勢も比較的低い水準
にとどまっている（図表2）。

他方、国内事業の中期的見通しは、「強化・拡
大する」が42.8％と昨年比で微減したものの、
依然として高水準を維持した（図表3）。強化す
る分野は何かについて詳細を聞いたところ、昨

図表2　中期的（今後3年程度）海外事業 展開見通し

図表1　海外売上高比率、海外生産比率、海外収益比率

図表3　中期的（今後3年程度）国内事業 展開見通し
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年度に引き続き「製品の高付加価値化（72.9％）」
が突出しているほか、半数近くが「新規顧客の開
拓（45.8％）」「国内生産設備の強化（45.0％）」
を挙げており、こうした形で国内事業の底上げ
を図っている様子がうかがえる。

なお、海外事業を強化すると答えた企業の割
合は71.4％、国内事業を強化すると答えた企
業の割合は42.8％であり、海外・国内とも昨
年度より減少した。また、海外事業強化と国内
事業強化の獲得ポイントの差をとったところ、
28.6ポイント差と昨年度（同29.7ポイント差）
より更に小さくなり、海外向けの事業姿勢が比
較的弱い状況が継続している様子がうかがえる
（図表4）。

４. 英国のEU離脱の影響について 
海 外の事 業 展開姿 勢を聞く中で、英国と

E U14に分けて質問し、いわゆるブレグジット
の影響についても分析した（図表5）。この結
果、英国については「現状維持」が104社と最
多、E U14については「強化・拡大」が118社と
最多となった。また「縮小・撤退」についてみる
と、英国（13社）がEU14（6社）の倍にのぼって
おり、欧州と英国の間で事業展開姿勢の違いが
確認できた。なお英国の縮小撤退の業種別内訳
をみると、自動車部品関連企業が中心になって
いる。なおこの分布表では、EU14を「強化・拡大」
すると同時に、英国は「縮小・撤退」すると回答
した企業も7社あった。数としては少ないが、欧
州事業の重心をE U側に寄せる動きもみられる。
他方で、機械や電機・電子、食料品などを中心に、
英国を「強化・拡大」する企業も41社いた。英国
市場に浸透している企業であると推察される。

事業展開見通しを回答するにあたり大きく影
響した要因についても質問した（図表6）。この
結果、英国・E U14ともに「現地マーケットの
現状規模」を挙げる企業が最も多く、どちらの国・
地域でも現地市場規模が投資判断に与える影響
度が高いことが確認できたが、「英国のE U離脱
問題」については、英国の事業判断では2番目に
重要な要素で（63社）、実際にこのうち6社は「縮
小・撤退」を選択している。しかし、E U14にお
ける英国の離脱問題は4番目（30社）となってお

図表5　EU14・英国の事業展開見通し（分布表） 図票6　見通しに影響した要因（EU14・英国）

図表4　強化拡大姿勢の推移（2000 ～ 19年度）
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り、英国のE U離脱問題はE U事業にとっては
比較的限定的な影響度であることがわかった。
なおヒアリングでは、「もともと中東欧への移転
を検討していたところ、Brex i t問題の不透明な
状態が長引いたため、Brex i tに背中を押され英
国撤退を決めた」（非鉄金属）との声も聞かれて
おり、ブレグジット問題が大陸欧州と英国に対
して非対称的な影響を与える可能性を示唆して
いる。

５．有望国ランキング
本調査の最も注目を浴びる調査項目が、この

「有望国ランキング」である（図表7）。これは回
答企業に中期的な有望事業展開先国・地域を５
カ国あげてもらい、それを集計したものだが、
毎年多くの企業や外国政府関係者からの問い合
わせを頂く調査項目である。

今年度の調査では、インドが193社（得票率で
は1.6ポイント上昇）と2016年以来3年ぶりに首
位に返り咲いた。他方、中国は昨年の225社か
ら180社へ大きく後退した。昨年度の調査で中
国への期待が大きく膨らんだ反動と、米中摩擦
や景気減速への警戒感が高まったことが背景と
みられる。中国が後退した背後で、ベトナム（147

社）、フィリピン（48社）、マレーシア（41社）が
順位を上げた。獲得票数が昨年度とほぼ同等で
あったものの、世界的に不透明感が高まる中で、
相対的にランクを上げた形となっている。他方、
タイ（133社）、メキシコ（47社）が票数を落と
した。米国は順位に変動はなかったが、過去数
年の上昇基調から今年は下落に転じ、中国と同
じく昨年比で大きく票数を落としている（124社
→93社）。新型コロナウイルスの影響でランキ
ングがどのように変化するのか、今年の調査結
果に注目していただきたい。

６. 米中摩擦の影響について
今回の調査では、時事的なトピックに関する

調査も実施しているが、一つ目は米中摩擦につ
いてである。米中貿易摩擦をはじめとする国際
貿易をめぐる緊張の高まりが、自社の減益要因
となると答えた企業は、昨年度の33.9%と比し
て本年度45.2%と半数近くまで増加した（図表
8）。他方、「影響はない」「わからない」は減少し
ており、収益への影響を認識し始めている企業
が増加していることがわかった。この、収益が

「減少する」と回答した企業について、業種別の
内訳を昨年度と比較した（図表9）。それによる

図表7　中期的（今後3年程度）有望事業展開先国・地域　得票率の推移
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と、①自動車（昨年59社→56社）が最も多く素
早く反応していること、また、今年度調査の結果、
②化学（20社→39社）や電機・電子（26社→32社）、
一般機械（21社→30社）、金属製品（4社→12社）
など、幅広い業種に減益を見込む企業が増えて
いる様子がわかった。

また今後の海外直接投資への影響については、
「減少が見込まれる」と回答した企業が13％と、
昨年度から倍増した。業種別には、自動車（23％）、

一般機械（14％）が直接投資の減少要因と回答し
た（図表10）。これを仕向け地別にみると、対米
国では「減少する」が「増加する」を4社上回った
のに対し、対中国では「減少する」が「増加する」
を60社上回った。米中貿易摩擦が、中国向け投
資の大幅な減少と関連があることがうかがえる
（図表11）。このように、米中ともに直接投資が
減少すると見込まれる一方で、「漁夫の利」を得
る形で、米国中国以外の国への直接投資が堅調

図表8　米中摩擦：収益への影響（業種別）

図表10　海外直接投資への影響

図表9　減益と回答した企業の割合

図表11　米国、中国、米中以外、の比較
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に増加している。とりわけタイやベトナムなど
にとっては、投資を呼び込む機会となっている。

７. オープン・イノベーションの海外展開
時事的なトピックの二つ目は、イノベーショ

ンに関するものである。イノベーション創出に
向けた「現在」と「将来」の取り組み状況について
聞いた（図表12）ところ、現在は国内での外部
連携が中心であり、特に「自社内の技術・人材」

（回答率73.2％）、「国内の大学・研究機関」（同
58.4％）など、社内の研究開発機能の活用や、
従来の研究開発領域における共同研究等を中心
に実施されている様子が伺える。また、海外の
相手との連携を実施中との回答は、現時点では
低位にとどまった。

一方、「現在」と「将来」の取り組み状況を比較
した場合、国内では「自社内」と「大学・研究機関」
の回答率が低下する一方で、「他企業」や「ベン
チャー企業」との連携が伸びる傾向にある。社内
研究や教育機関との共同研究が飽和状態となる
中、今後は異業種など多様なプレーヤーとの協
働が拡大すると考えられる。また、全体として、
国内連携先に比べ海外連携先の伸びが顕著であ
り、海外の企業やベンチャー、研究機関との連
携に対する期待の高さがうかがえる結果となっ
た。ヒアリングでは、「国内事業の拡大が見込め

ない中、海外での販売を見越して海外連携先と
の協働を見込んでいる」（化学）との声も聞かれ
た。業種別に見ると、特に化学（のべ回答数86）

図表12　イノベーションの連携先（複数回答可）

図表13　連携の場として有望な都市
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が多く、大手総合化学メーカーや医薬品関連企
業を中心に、樹脂、農薬、化粧品等、多様な企
業が海外連携先との協働に積極的であることが
わかった。

また、オープン・イノベーションに取り組む
にあたり、どの都市が連携の場として有望か聞
いたところ、海外では上海が71社の回答を得て
首位を獲得。次点のシリコンバレー（53社）に
差をつける結果となった。企業がイノベーショ
ン創出のため、中国の連携先に強い期待を寄せ
ていることがわかる（図表13）。

東京、シリコンバレー、上海の３都市につい
て、それぞれを有望視する回答企業の属性に特
徴がないか調べた（図表14）。この結果、業種別
にみると、上海は一般機械や自動車の割合が他
2都市に比べ高いのに対し、シリコンバレーは電
機・電子や精密機械の割合が高いことがわかっ
た。また、シリコンバレーを目指す企業は海外
連携先として「他企業」「大学・研究機関」「ベン
チャー」をバランスよく選択している一方で、上
海を選択する企業は「他企業」との連携を志向す
る傾向にあることがわかった。なお、東京での
国内連携を選択する企業は、「大学研究機関」を
選択する比率が突出して高い。このように、海
外でのイノベーションを志向する動きは今後さ
らに強まってくるものとみられるが、海外のど
ういった都市を目指すのかがイノベーションの
成否を大きく左右する要素となり得ることが読
み取れる結果となった。

８. おわりに
今回の調査では、政治経済情勢の大波に左右

されつつも、混乱に柔軟に打ち勝つための方策
を丹念に模索する企業の姿が浮き彫りになった。
こうした伝統的な柔軟性を発揮する一方で、オー
プン・イノベーションへの底堅い関心と、海外
展開への潜在的な意欲も確認された。今後は、
次世代を見据えた技術開発と新しいニーズとの
意図的な出会いにより、新たな課題解決力を世
界に広く訴求できる機会が増えていくことが期
待される。なお現在、新型コロナウイルスの感
染拡大による影響により、業種を問わず、わが
国の企業は極めて厳しい状況に直面している。
とりわけ、サプライチェーンをいかに維持してい
くのか、さらに米中対立をはじめとする国際政
治情勢にどう対応していくのか、がますます重
要な要素となっている。こうした企業に少しでも
役に立つ調査を今後も実施していく予定である。

図表14　東京、上海、シリコンバレーを選択した企業の
内訳（属性）
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6月の時事世論調査
6月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比2.2
ポイント増の40.3％、不支持率
は同2.2ポイント減の59.1％だっ
た。6月18日に逮捕された河井
克行・案里両容疑者の公職選挙
法違反事件が、高い不支持率に
大きな影響を与えていると考え
られる。

今月も新型コロナウイルス感
染状況を考慮し、5月に続き郵送
法で実施した。全国の18歳以上
の男女2,000人を対象として6
月11日に一斉投函、22日到着回
収分で締め切った。有効回収(率)
は986(49.3％ )。7月以降は従
前の調査員による個別面接法で
実施する。

この時期の国内の動きは、
トヨタ自動車の営業利益8割
減：トヨタ自動車は2021年3月
期の連結営業利益が前期比約8
割減の5000億円になりそうだと
発表した（５月12日）。
1～ 3月期実質GDP、年3.4%
減：内 閣 府 は1月 か ら3月 の
G D P速報値を発表した。物価の
変動を除いた実質（季節調整値）
で前期（昨年10 ～ 12月）比マイ
ナス0.9%、年率換算でマイナス
3.4％となった（5月18日）。
夏の甲子園大会中止：全国高

校野球選手権大会を主催する日
本高校野球連盟は20日、新型コ
ロナウイルスの感染拡大を受け、
夏の甲子園大会の中止を決定し
た。中止は79年ぶり3度目（5月
20日）。
緊急事態宣言を全面解除：政

府は東京、神奈川、埼玉、千葉、
北海道の5都道県で続いていた
緊急事態宣言を解除した。4月7
日に発出した宣言は約7週間ぶり
に全面解除となった（5月25日）。
アビガンの5月承認を断念：

加藤勝信厚生労働相は、新型コ
ロナウイルス治療薬候補のアビ
ガン（一般名ファビピラビル）に
ついて、有効性を示すデータが
まだ示されていないとして、月
内承認を事実上断念した（5月26
日）。
京都アニメーション放火殺人

事件、容疑者逮捕：京都府警は、

放火も発生した（5月29日）。
主要7カ国首脳会議、9月に延
期：トランプ米大統領は30日、
6月下旬に米国ワシントンで開催
する予定だった主要7カ国（G7）
首脳会議（サミット）を、9月に延
期する意向を明らかにした。イ
ンド、ロシア、韓国、オースト
ラリアを招待する考えも表明（5
月31日）。
WHO、公共交通機関でのマ

スク着用を推奨：世界保健機関
（W H O）は5日、新型コロナウイ
ルスの感染防止に向けたマスク
着用に関して、新たな指針を公
表した。公共交通機関などを利
用する際は、マスクの着用を推
奨した（6月6日）。
ブラジル、新型コロナの一部
データを非公開に：ブラジル政
府は6日、新型コロナウイルスの
累計の感染者数や死者数の公表
をやめた。感染拡大を隠す意図
があるとして批判が強まってい
る（6月7日）。

政党支持率　自民党の支 持
率 は 前 月 比3.0ポ イ ン ト 増 の
33.9％。以下、立憲民主党は0.6
ポイント増の7.2％、公明党は0.3
ポイント増の4.3％、共産党は1.2
ポイント減の2.2%、日本維新の
会は1.8ポイント減の5.9％だっ
た。支持政党なしは1.2ポイント
減の40.8％。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り5.0ポ イ ン ト 増 の
8.1％、「悪くなった」は9.9ポイ
ント減の76.1％となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前回調査か
ら1.1ポイント増の4.8％、「苦
しくなった」は0.2ポイント減の
43.3％となった。

京都アニメーション第1スタジ
オ（京都市伏見区）の放火殺人事
件で、青葉真司容疑者（42）を殺
人や殺人未遂、現住建造物等放
火などの疑いで逮捕した（5月27
日）。
横田めぐみさんの父、滋さん

死去：北朝鮮に拉致された横田
めぐみさん（拉致当時13歳）の父
で、「北朝鮮による拉致被害者家
族連絡会」（家族会）の前代表、
横田滋（よこた・しげる）さんが
死去した。87歳（6月5日）。
19年の出生率1.36：厚生労働

省が公表した2019年の人口動
態統計によると、1人の女性が生
涯に生む子どもの数にあたる合
計特殊出生率は1.36となり、4
年連続の低下。前年から0.06ポ
イント下がった。死亡数から出
生数を引いた人口自然減は51万
5864人で、初めて50万人を超
えた（6月5日）。

国外では、
世界貿易機関（WTO）事務局
長が8月末辞任：世界貿易機関

（W T O）は14日、アゼベド事務
局長が今年8月末に辞任すると
表明した。米中貿易摩擦などを
背景に、WTOは機能不全に陥っ
ているとの批判が高まっていた

（5月15日）。
パキスタンで旅客機墜落：パ

キスタン南部カラチの住宅街に
22日、パキスタン航空（P I A）の
旅客機が墜落した。乗員乗客約
100人で、男性乗客2人の生存
が確認されたと伝えられている。
日本人が搭乗していたとの情報
はない（5月22日）。
アルゼンチン、9度目の債務
不履行：アルゼンチン政府は22
日、期限を迎えた約5億ドル（約
540億円）の国債の利払いをせず、
債務不履行（デフォルト）となっ
た。アルゼンチンのデフォルト
は2014年以来、6年ぶり9度目（5
月23日）。
黒人死亡、デモの一部が暴徒
化：米中西部ミネソタ州のミネ
アポリス市で、黒人容疑者が逮
捕時に白人警官から暴行を受け
死亡した事件を巡り、黒人に対
する暴力に抗議するデモが拡大
した。一部は暴徒化し、略奪・

◇  告　知　板

冒頭で記したように6月時
事世論調査は郵送法で実施し
た。5月に続き「政党支持率」「国
民の景気感」「暮らし向き」は
参考として紹介する。


